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(七）地価問題の発生と展開（その３）
（１）第１３回衆議院議員総選挙は，大正６年１月23曰武富時敏議員（憲成
会）外７名より提出され，１月25曰に本会議に上程された内閣不信任案を，
契機としている。提案理由の説明，反対演説，政府所信演説とすすんだあと，
不信任決議案賛成演説のため演説予定者が登壇したところで，解散詔書が伝
（１）
達され，解散となった。その後，１月31曰|こ第13回衆議院議員総選挙の詔書
が公布，４月20曰に執行された。その結果，政府の間接的援助を受けた立憲
政友会・立憲国民党が増加し（立憲政友会が381人中163人で第１位)，憲政
（２）
会は121人と大Ⅲ畠に議席をへらした。
議会解散後，ドイツは連合国側と関係を有する中立国船舶に対し潜水艦に
よる無制限撃沈を宣言し，曰本を含めた多くの国が大影響を受けた。この作
戦に応じアメリカも対独宣戦を布告した。これと前後して，ロシアで革命が
発生し，ロマノフ王朝は断絶した。その後も，ロシアをめぐって大騒動がく
（３）
りかえし，」上海道も大きくふりまわされていく。こうした中で，臨時外交調
査委員会が設置され，これに誰が入るかについて，新聞上でも話題となった。
一方，地価問題をめぐる動きは，どのように展開してきたのだろうか。大
正６年度は，前年度予算が施行されたので政府は実行予算を編成し，本議会
に大正６年度予算追加案，臨時予算追加案その他５件の予算案を提出した。
第４号追加案についても一部が修正された。これらの中で，拓殖計画につい
て拓殖計画の改訂が７月14曰に承認がなされることになる。このことは，
｢北海タイムス」でも大きくとりあげられたし，連載の解説記事が何回も特
集されたのである。世界大戦の好況により予想以上に多くの自然増収にめぐ
（４）
まれ，」上海道の人々は今後の拓殖計画に期待をもつようになっていた。しか
（５）
し，楽観視をいさめる見解も他方で(よ存在していたのも事実である。この中
で，拓殖計画の改訂が，貴族院で７月14曰に承認されるに至ったことは，北
（６）
海道にとって大きなできごとであったことは事実である。これIこより，大改
訂がなされた。７月になって決定した拓殖計画の改訂の主要内容は(ｲ)拓殖計
画の予定額のうち３分の１が実行されないままになっていたものを２年延長
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のうえ，大正６年度以降の支出を5156万5514円とすること。（ﾛ)１カ年の最高
支出を559万円とし，道外での法人納税額を歳入増税額に加算すること。し}
室蘭港及び網走港が築港されること（この中で，「北海タイムス」紙上では
網走港と紋別港のどちらを優先させるか論議されている)。(二)宗谷・根室・
湧別線等の鉄道の建設促進を図ること。そのために，鉄道特別会計において
公債を発行し，又は借入金をなす場合にその利子の全部又は幾部分を拓殖費
から支出しうること。之にともない既定線のくりあげ及び新線追加に要する
支出を予定することなどである。そのほかにも，拓殖計画の全体に大修正が
加えられた。翌７年度に常時別途の計画に属せる国有林の整理ならびに経営
（７）
に関する森林費も拓殖費にｶﾛえられた。
そうした開拓財源の中枢をになう地租の扱いをどうするかが重要になって
くる。開拓年期明けの土地が急増し，今後の取扱いが問題となってきた。す
なわち，開拓が急速に進展し，あわせて，北海道の地価が高騰し，全国的に
みて高い水準の価格となった田畑や宅地一とくに，角田村や旭川区，小樽
区，函館区といった地域一を，いかに国税当局が取扱うかが，大問題とな
ったのである。国税当局は，常に課税対象を正確に評価し，法律に従って課
税をしていくのが使命一一時的なものではなく，長年待ちつづけている
もの。時代に左右されないもの－である。ただ，納税者と課税当局，さら
に政治家および政府のそれぞれの立場によって，受け取り方が違うというこ
とであろう。
札幌税務監督局は，準備作業として大正４年から連絡図の調整作業を始め
るとともに，各税務署は並行して地価の査定をすすめてきた。まず，旭川区
の宅地についての地価の査定について，納税者とのトラブルが生じたが，こ
の段階では旭川区長が納税者側に立っていたものの，旭川周辺にのみ影響が
及んでいたのにすぎなかった。大正５年１月12曰に空知税務署長あての嘆願
書が角田村長の泉鱗太郎村長らから派遣され，同年１月17曰に嘆願書に名を
連ねた人々が空知税務署に出頭したことを契機として，北海道の地価査定を
めぐる大騒動（｢地価問題｣）が発生した。「地価問題」が全道に波及し，あ
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わせて，これらの動きを「北海タイムス」が具体的かつ詳細に報じることに
よって，さらに大問題となったのである。
１月26曰の地主大会，２月１曰の空知外３郡農会総会，３月１６曰の空知外
３郡町村地主連合会結成，３月20日の十勝地主懇談会の協力決議，５月９曰
の北海道協会北海道支部の支持決議，５月19曰の空知外３郡連合地主会と多
くの動きが続いた。その中で，３月23日付の「北海タイムス」では，大蔵省
から吏員が派遣されるといううわさが明らかになるし，５月９曰の北海道協
会北海道支部の決議で査定に関する調査機関設置が打ち出された。他方，大
蔵省は札幌税務監督局からの照会に対し，類地比準を厳しく制限的に適用す
（８）
るよう回答している。この大蔵省の回答ｶｺﾞ今後大問題となった。この間，税
務署の地価設定のための調査は，大蔵省の回答に沿ってすすめられていく。
（９）
これに対し，政友会本部政務調査会は地主会旧Iの主張を支持する。その後，
10月５曰に大隈内閣が辞職したことにともなう政争の中で，政友会に対抗す
るグループも，これを支持する動きを示した。
大正５年11月５曰，「北海道地価設定問題研究会」が結成された。結成大
会で読みあげられた「北海道地価衡正期成会宣言」が，以後の地価問題の地
主会側の主張の基本となる。この宣言の主要な内容は，次のとおりである。
（i)現下税務当局が執りつつある地価算出方法を改め適当の基準に篠らしむ
る事
（Ⅱ)北海道地価一貫等級を改正し本道の実情に適応しむる事
（iii)本道地価査定の為め法律を以て特別調査機関を設置するの道を立つる事
（iv)従来設定しある不当地価を修正して衡正を得せしむるの道を講ずる事
さらに，北海道会は，同様の内容の建議，すなわち，内務大臣及び北海道
長官あての「法定地価設定並びに修正に関する件」を大正５年11月25曰に可
（10）
決している。同じ頃，１１月19曰に立憲政友会北海道支部も，地価問題１こつい
て，「本道地価設定の均衡を得せしめる為め適当なる査定機関の設定を期す」
こと，及び「本道免租期間の土地にして地租條例第16條末頃に該当するもの
は同條第３項に準し免租期限据え置きと為す事を期す」ことを，決議してい
３４
(11）
る。このようにして，地主会旧Ｉの主張が政党に浸透する中で，農民も次第に
期成会に参加するようになった。そして，大正５年１２月29曰に札幌税務監督
局長が更迭された。
大正６年，新しい札幌税務監督局長を北海タイムスの二つの連載が迎える。
すなわち，田中清輔談の「地価衡正運動の内面」と松實喜代太談の「本道地
債問題に就て」である。この中に地主会側の主張が要約されていることは，
前述したとおりである。そのほか，大正６年１月29日に憲政会政務調査会大
（12）
蔵部会も地価衡正期成会の主張と同旨の決議を↑了ったし，地価衡正期成会は
東京で盛んに陳`情を行った。陳`情を受けた寺内首相も地主会の主張に理解を
示すとともに，大蔵次官から大蔵省より吏員が派遣されると述べられたこと
が寺内首相の口からも裏付けられた。
さらに，大正６年３月３日には，北海道協会は重ねて大蔵大臣に建議を行
（13）
っﾌﾟこ゜この中で，「官民を以て組織する所の調査機関を設け実地適当の地価
を設定せられ財産の安全を保たらしめ併て拓殖の発達を促進せしめらるの方
針に出でられんことを切望に堪ず」としており，これまでの地主側の主張を
開拓を主として行ってきた北海道協会が，地主側の主張を重ねて支持したの
である。
こうして，納税者（とくに地主会）の主張が，ますます力を得ていく中で，
（14）
大正６年４月上旬，ホし幌税務監督局長は記者と懇談した。当時，税務署は法
に従って，着実に地価査定作業をすすめていたが，旭川問題は本省の決定す
る問題となっており，本省が吏員を派遣し実地調査を行うことを明らかにし
た。この当時においては，旭川の宅地の地価の問題と他の地域の地価問題と
は本来は別の問題であったのにもかかわらず，同一に扱われており，記事の
上でも特に区別されてはいない。むしろ，地価問題に関する諸`情報を札幌税
務監督局が記者から収集しようとした形跡すら見受けられる。
この中で大正６年４月29日に衆議院議員総選挙が行われた。その結果，政
友会は全国及び北海道で大勝したが，地価問題で活躍している東武も当選し
た。４月28曰に意気盛んな政友会支部は臨時総会で，多くの決議を行った。
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その中で，（ｲ)調査機関の設立を期すということが含まれることは勿論のこと，
(ﾛ)地租條例第16条末項にかかる開墾もしくは地目変換の場合においては有租
地と同様現況の状況により課税する得点を設けることが含まれている。この
最後の決議は実質的な特典を拡げようというもので，更に強気に出たもので
あるというとができる。ともあれ，この最後の決議は，今後大きな意味をも
つことになる。
こうして，地価をめぐる運動がめまぐるしく展開していく中で，６月14曰
に（近く第39回特別議会の召集が予定されている｡)，札幌豊平館で，地価間
（15）
題に関する有志大会力x開かれ，地価問題をまとめるような決議がなされた。
この決議をもって，陳!清し，また，各支部の代表者を上京させることになっ
た。この大会の決議は，次の内容のものであった。
（ｲ)地価算定方法を廃止もしくは改正のこと。
（ﾛ)府県における土地売買価格と法定地価との割合をしんしやくして本道田
畑の地価を算定すること。
（')新規に地価を算定する場合は本道既存の地価を比較し適当に類地比準を
すること。但し，不当に高価な既存の地価について適当に時機をみて修
正を行うこと。
目宅地修正法で設立修正された市街宅地を比準地として扱うこと。
㈱山村の地価は，各府県より高すぎるので適当に査定すること。
（へ)土地の改良整理を行い地目を交換させるものに対し，年期明けの際に地
租条例６項を準用し，原地目により地価を設定し相当期間すえおくよう
明文化すること。
（卜)本道地価設定に関し調査機関を設けること。
これらの内容は，それまでの主張をまとめあげたものであるとともに，前
述の３月の北海道協会建議及４月28曰の政友会北海道支部臨時総会決議とと
もに，今後の地価問題の議論の土台となったのである。
（２）第39回帝国議会（特別会）は大正６年５月12曰に召集詔書が公布，６
月21曰に召集され，６月23曰に開院式が行われた。６月26日に行われた大臣
3６
の演説の中で，寺内首相は，時局の重大なるにかんがみ，臨時外交調査委員
会を組織したこと及び前年度予算を施行するため実行予算を編成し，緊急な
る追加予算案等を提出したと，述べた。又，勝田蔵相は，財政計画並びに追
加予算案の内容につき演説した。この追加予算案は，一括して審査され，衆
議院では７月７曰の本会議で原案通り可決されたが，貴族院では，－部修正
された。貴族院修正に伴う予算追加案（第４号）の回付案については，審議
（16）
最終曰の７月14曰に衆議院(ま修正に同意した。
大臣演説の曰（６月26曰）に小島税務監督局長から地主会の上京委員に対
し「７月末か８月初旬頃に実地調査のために渡道することが決定」したと報
告され，６月30曰に「近曰黒田参事官，渡道と実地に視察をなす。来る１０日
（17）
頃までに札幌に着する予定」と勝田蔵相が地主桐Ｉ上京委員に述べていた。ま
さに，この通りに，黒田参事官は，秘書官としての重要な職務である衆議院
の追加予算の議決を見届けて，北海道に出かけたのである。
なお，議会で最重要案件であったのが，軍事救護法案（政法大正６年法１
（18）
号）及製鉄業奨励法案（政法大正６年法27号）である。軍事救護法案(よ，傷
病兵またはその家族・遺族または下士兵卒の家族・遺族で，生計困難な者を
救護せんとしたものである。かつて，政策上重要なる案件で，衆議院におい
（19）
て建議案・法律案ｶｺﾞ可決されたこともある。この法律案によって，現役兵の
人質，下士兵卒の応召，傷病もしくは死亡または傷病兵の死亡のため生活す
ることのできない者が対象となり（約５万人)，生業扶助・医療・現品給
与・現金給与がなされる。この法案は７月13曰に原案通り可決された。
製鉄業奨励法案は，時局にかんがみ官民ともに苦慮している鉄の需要に応
ずるため，民間製鉄業を保護奨励する目的で，1年３万５千トン以上の製銑
能力をもつ製鉄業者に対し，（ｲ)土地収用法を適用する，（ﾛ)開墾の年及びその
翌年から10年間営業税目及び所得税を免除するとともに，（ﾊ)地方市町村費の
賦課及び器具機械等の輸入税を免除しようというものである。この法案は，
両院での複雑な修正のくりかえしを経て，対象を5250トンに引き下げ，低燐
銑鉄の特例を2500トンに引下げるとともに，地方税の免税についても大臣の
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）３７
認可をうけて制約できることとした。この法律は７月14日に成立した。
この両者の法案は，「北海タイムス」でも，盛んに報じられた。いずれも
開拓にも関係するし，北海道の製鉄業をどうするかに，関係していたからで
ある。
（20）
この議会において，開院式当曰に衆議院に請願が提出されている。この｣上
海道協会より提出された「北海道に於る地債設定に関係する件」と題する請
願においては，本道拓殖上特殊の事,情に鑑み，実際の要素要因を検討するた
め，官民を以て組織する調査機関を設け実地適当の地債を設定せられ，財産
の安定を保たしめ，拓殖の負担を軽減してほしいと，訴えていた。これから，
請願委員会に付託され，盛んな審議がなされた。７月６曰だけでなく，７月
４曰にも請願委員会分科会で審議が行われていた。
この審議とともに，東武君外二名提出の「北海道地債設定及び改懇免租年
期に関する建議案」も審議されている。これらの点に関し，松本主税局長は，
７～８倍ないし十倍の地債を設定したという事実は相違ないが，旭川はほと
んど札幌に次ぐ繁栄状態にあるし，従来の時価は，明治１０年・’5年の払下の
時価であり今曰に適合せず，また，低きに失するものもあり，従来本道の組
織的系統的な地価を設定するに公平を欠いており，本道全体を見渡し収穫に
より適当にて権衡を得る所の標準を定むることとしたとする。主税局長は，
東北６県にみると，田地の約24円80銭に対し，本道の田地は約13円とすると，
（21）
東北の半額であって，まず適当であろうと答えている。これに対し，「｣上海
タイムス」の記者は納得していない。
というものの，７月４曰の請願委員会分科会で，主税局長は，「大蔵省は
吏員を派し実地調査を為さんとす。請願の趣旨は参考として考慮すべし」と
（22）
している。この請願は，７月４曰に，政府に送付することｶﾇ決定された。
なお，主税局長及丹羽事務官が，この頃，地主会側と大蔵省で会見してい
る。その席上，
（i)人口が少ないため労働賃金が高くなるほか，小作料は低率なこと，
（､)土地が広いため，粗放に流れやすいこと，
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（iii)縄延びがないこと，
（iv)水利費用が高いこと
等に基づいて，政府（税務監督局）が田地の13円を算出したと，地主会は
主張している。また，主税局長は，最近７カ年の統計のうち，最高・最低を
控除したものの残りを，平均して算出した収穫量は１反歩で，１石１斗６升
となり，ここから北海道の特別事情として５割２分を控除し，金利も８分８
厘としたものであると説明している。これらのやりとりを眺める限り，大臣
や次官とちがい，主税局長は原則をできる限り貫徹しようとしている。
当時，地価問題に関し税務監督局に配慮を求めた人々が多数上京し，手分
けして陳'情活動を行っていた。その人々は，事務所を丸ノ内植木屋に置き，
統制のとれた陳'情活動をしていた。その人々は，大蔵省に出頭し，黒田参事
官に面会し，黒田参事官に詳しく説明している（事務官も同席)。この際に
大蔵省に出頭した人々は，新聞記事でみる限り，少なくとも１４人が説明して
（23）
いる。発言していない人もいると考えられるところから，多くの人々ｶｺﾞ押し
かけた集団交渉的な陳Ｉ情であった可能性が強い。陳Ｉ情といっても，単なるあ
いさつや概略の説明にとどまらず，月形村の地価設定，山村地価に対する内
地各府県との比較，泥炭地改良の説明，明治45年の田畑地価修正の民間側協
力，職権設定の不法性等を詳細に主張している。こうした中で，陳情する
人々は，黒田参事官らの同1情を求め，視察に対する深甚なる注意を要求して
いる。これに対し，黒田参事官は７月10曰頃までに札幌に着く予定を明らか
にした。この陳`情のやり方は，いわば集団交渉というべきもので，税務当局
は，長年苦しんできている。黒田参事官もよく耐えたことと思われる。
この勝田蔵相との会談及黒田参事官に対する陳１情（集団交渉といってよ
い｡）の曰時は，記事からは判断し難いところがあるが，予算委員会分科会
が７月２曰に行われていること（予算増加案を６月25曰26曰30日提出)，「北
海道地債設定及開墾免租年期に関する建議案」が正式に提出され，北海道協
会からの建議「北海道に於ける地債設定に関する件」（７月11曰に貴族院に
付託された｡）とともに，７月１２曰に可決されたことを考えると，７月６曰
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）３９
（24）
夜に東京を出発しﾌﾟこものと推定される。
この頃は，予算追加案（衆議院本会議での議決は７月７曰，衆議院の委員
会の議決は７月６曰，貴族院本会議での議決は７月１４曰）が成立する間際で
あり，大臣秘書官を兼任している黒田参事官にとって，正念場であった。
また，「北海道拓殖鉄道建設費利子支出二関スル法律案」・「大正５年法律
第45号中改正法律案」・「農業倉庫業法案」・「戦時海上再保険法案」が衆議院
で可決されるとともに，同日貴族院で第１読会が開かれた。そして，「北
海道拓殖鉄道建設費利子支出二関スル法律案」は７月12曰に，「農業倉庫業
（26）
法案」は７月13曰に，貴族院で可決された。この２法案は，いずれも｣上海道
で関心が高かったが，とくに，農業倉庫業法案では，農業倉庫業者には所得
税及営業税を免税されることになった。これにより，農業倉庫が増えること
が期待された。また，社会的関心の高かった「軍事救護法案」により，給付
を受けた救護物品は免税となったが，その法律案は７月13曰に貴族院で可決
された。予算追加案は７月７曰に衆議院で可決されたが，貴族院で－部修正
され，貴族院回付案を衆議院は７月14日に同意した。さらに，７月11曰に，
貴族院で請願について審議が行われている。
これらの事情を総合勘案すると，７月６曰夜（遅くとも７月７曰早朝）に
東京を出発すれば，函館を経て，７月10曰朝には札幌に到着できるはずであ
る。また，黒田参事官は，大蔵大臣秘書官を兼ねていたのであるから，予算
が成立し，大蔵関係の重要法律案に目途がついた段階で，重要な政治問題と
なっていた北海道の地価問題を解決するために，北海道視察に出発するのは，
時期的にも当然であり，曰程的にも当然であろう。大蔵大臣も，地主会の上
京者に対し，遅くとも10曰までに札幌に出向くと発言する以上，遅くとも６
日夕方までに衆議院の予算委員会を通過しないと，議事'慣例上，予算追加案
が成立しないと黒田参事官が出発できないことは，ほぼ確実である。会見の
頃には札幌税務監督局に，概略の曰程が連絡されているはずである。
（３）黒田参事官及随行者（谷本大蔵属）は，７月６曰頃に東京を出発した。
（27）
そして，７月８曰函館を通過し，ホし幌に向かった。一方，上京していた伊藤
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廣幾北海道農会副会長は，－足先に帰札した。帰札した伊藤副会長は，新聞
記者の質問に答え，北海道出身の代議士の尽力により運動は効果をあげつつ
あること，大臣・次官・主税局長と面会し陳,情し諒解を得たこと，代議士と
も話しあい不退転の決意を固めたこと，大蔵省の方針も確定しているはずで
黒田参事官とは札幌到着を待って打ち合わせを十分行うとともに，視察に関
（28）
して(よ案内し十分説明する考えであると，述べている。この方針をみる限り，
相当の覚悟を固め，十分の対応をしていく方針及び対策を読みとることがで
きる。これ以降，この方針のもとに地主会側は行動をすすめ，また，視察の
推移を逐一「北海タイムス」は報道している。
黒田参事官は，函館で副監督官の出迎えをうけ，副監督官とともに札幌に
向かい，１０曰に札幌に到着した。そして，札幌税務監督局員及署員は，さっ
（29）
そく歓迎会を開いている。黒田参事官は訪れた新聞記者に対し，次のよう|こ
語っている。すなわち，本問題（すなわち，地価問題）は本道にとって重大
な問題であり，公平なる頭（＝視点？）で整理する必要がある。欧州戦時に
際し大幅に地価が高騰し税が増加したという傾向もあるので，今回は新たに
時間の許す限り，その地にのぞみ実１情を聴取するものである。一両曰（＝１０
曰．１１日のこと）は税務監督局に赴き，周辺の実'情も視察する。７月１２日に
は小島税務監督局長とともに，旭川に向かい，実地調査をすると。地主会側
の主張にやや理解を向けつつも，公平なる視点で調査を行う方針を明らかに
している。
おそらく，１０曰，１１曰は，税務監督局で過去の経緯をまず聴取したのであ
（30）
ろう。１１日には，札幌区内の宅地の|犬況を，視察した。この視察には，鈴木
札幌税務署長らが同行している。
１２曰は，当初，朝早く旭Ⅱ|着予定のところ，１１時50分着予定に変更され，
打ち合わせ及市内視察となる。結局旭111に到着したのは，１３曰の11時50分で
（31）
あった。このような曰程の変更は，これから盛んに行われている。どのよう
なやりとりがあったのか詳かではないが，地価問題の重要な中心地の一つで
あり，北海道経済の中心地である小樽の働きかけがあったのであろう。結局，
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）４１
７月12曰には，参事官一行は小樽に出張視察し，即曰，帰札した。当然，小
樽では税務署長や地主会が対応している。
（33）
黒田参事官一行は，１３曰11時50分に旭Ⅱ|に至'１着した。札幌税務監督局長，
札幌税務監督局直税部長，局属官が同行したほか，途中駅からは，市来旭川
（34）
区長，高原上１１|税務署長が乗車して同行している。旭111駅では，旭)||区会議
員，地主会員，上川税務署員等が出迎え，旅館で地主会代表のあいさつを受
けている。この旅館（三浦屋）では，旭川区美学会館とともに地主会側が会
合を，盛んにやってきている。上川税務署での事情聴取は，１３曰に行われた
と，考えられる。
７月14曰には，税務署長，旭川区長，吉本書記，地主会代表（数名以上）
立ち会いの上，午前８時より師団道路以西を調査し，午後は師団道路以東１８
条までを調査し，夜には地主会より陳情を受けている。この席上，地主側は，
地価設定類地比準によるべきこと，類地比準不可能とせば旭川地主会よりか
ねて提出せる資料を参考せられたい旨主張した。
７月15曰には，鷹栖村の田中茂昭ほか２名の事`情聴取を午前７時から行い，
（35）
午前８時に旅館を出て，旭１１|の近郊を視察している。近文・鷹栖など多くの
村々を視察しているが，数台の馬車にのった地主会が同行，視察に立ち会っ
ている。なお，翌曰の来町を控えて，岩見沢町の地主会は，会合を開いて打
（36）
ち合わせている。
７月16曰，旭川駅７時10分発の列車で岩見沢に向かった。－行は10時40分
に岩見沢駅に到着したが，地主側の人々が60人出迎えた。その人々の中には，
前述の伊藤廣幾副農会長が含まれているほか，１０時40分に札幌より到着した
松尾道会議員も含まれている。黒田参事官一行は，税務署に出向き署内で地
価査定書類等を視察，事Ｉ情を聴取したあと，税務署の近くの旅館で昼食をと
った。
空知外３郡町村地主連合会臨時総会は，午前11時から行われていたが，正
午に休憩後，１時30分より再開された地主総会に，黒田参事官・小島札幌税
務監督局長．物應空知税務署長も出席した。総会は午後４時30分に閉会した
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が，午後５時40分の汽車で旭川に再び引き返し（９時18分着)，旭川に宿泊
（37）
しﾌﾟこ。この曰の交渉で，当初空知関係の視察を３曰間の予定であったところ，
５曰間に延長し，曰割も地主会員の申立に一任し，町村も滝川，新十津)||，
砂川，月形，沼貝，角田，岩見沢と決まった。
この総会では，かなり厳しいやりとりがなされた。その内容は，詳細に報
（38）
道された。それＩこよれば，参事官は①必要な情報であれば答えるつもりで出
席していること，Ｏ今回の来道は，実地に調査し従来の方法を改正する必要
等を十分に研究するためであること，Ｏ税務署に非常識な行為をさせる考え
はないと答えるとともに，④昨年設定した地価算出の内容を税務署長より話
すよう署長に指示すると述べている。また，小島札幌税務監督局長は，①砂
川地域の有志に対し，黒田参事官が調査帰京されるまで設定しないことを砂
川の有志に話したことはなく，。また，地価算出の方法は他の方面と少しも
変わりがないが，その算出の基礎は如何なるものであるか，（陳情者が提示
した基礎内容を）大蔵省に行って見てないのでわからないと答えている。
その他，①地主会が多大の労費をかけて調査したものを税務署は度外視し
ていること，◎税務署はそこつの調査をしたことの結果が，設定されたもの
であること，Ｏ税務署が地主会を度外視しているので，地主は不安にたえな
いこと，、新十津川地区では10年間毎年2500円までの材木を払い下げている
間はよいとしても其の後は税務署は其の後は吾々の,懐に手を入れて租税を取
り立てる考えであるかと思えば実に痛嘆の念に耐えないなどの発言が地主会
（39）
旧Ｉから述べられている。これに対し，税務署側は，にが虫をかんだ表,情であ
ったと，新聞は報じている。
７月17日，黒田参事官一行は旅館を午後８時に出て，上川税務署の案内に
て神居村に向かい，神居村の地主会長の案内で実地調査を行うとともに，関
（40）
係者から事'情聴取を行った。この曰は午後２時Iこ，三浦旅館に戻っている。
７月１８曰，黒田参事官及び小島札幌税務監督局長の一行は，午前９時より
（41）
上111税務署において，農会からの陳`情を受けた。この陳'情には，旭)||地主会
代表４名及市来旭川区長が出席しており，地租の徴収の任にあたるべき区長
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）４３
が，納税者側（＝地主会側）に，ここでも立っている。なお，７月18曰午前
に，後曰黒田参事官にわたすべき成文の検討委員会が開かれている。
７月19曰，黒田参事官一行は，午前７時10分旭川発の列車で滝川に出た。
滝川には９時に到着し，一行は町内宅地を詳細に視察している。なお，１９曰
（42）
Iこは留萌地域から視察の申し入れがあったが，受け入れられなかった。おそ
らく，文書なりが提出されたことと思われる。そして，午後１時より新十津
川村の田畑の実況を視察している（この曰は，午後７時，滝川町に宿泊)。
（43）
７月19日，黒田参事官は，滝)Ⅱ町有志数十名の陳情を受けている。その陳
'情は，昨年，税務当局と協定した地価は，旭11110円，滝川町１円90銭であっ
たが，そのときは岩見沢，砂川についての制限地価を知らなかったものであ
る。これは，宅地地価修正当時の等級によるものを，誤信したものであり，
これまでの協定を破り岩見沢同様に付してほしいという内容のものであった。
これに対し，参事官は，従来設定のものは如何ともすることはできないが，
本視察を終えて復部の上，方針変更あるときは，あるいは法律により又はそ
の他の方法により何とかなるかもしれないと答えていると，署長は，局に報
告している。
７月20日には，多数の町民の見送りを受け，午前７時５分滝川発の列車で，
砂川駅に向かった。７時20分砂川駅に到着した。黒田参事官一行は松實道会
議員らの同行のもとに，砂川町の市街地を視察している。砂川村役場で，砂
)||村長や吉田前道会議員，曽我部郵便局長，瀬尾砂川村地主会副会長らが設
定された地価の不当なる所以を陳情した。
つづいて，９時40分美唄に向け出発，１０時17分美唄駅に到着砂川村長は
美唄まで同行。砂貝村長は奈井江まで迎えた。沼貝村市街地の視察をすると
ともに，村長や地主会長から陳`情をうけた（昼食をとる)。０時半から徒歩
にて開発宅地・小川宅地・山形団体富樫農場を経て月形に向かった。途中，
数個所の訴願中の土地について視察をしている。午後５時山形団体に到着し
月形より出迎えの馬車（月形村長らは美唄より同行）にのり，午後７時に月
（44）
形村に至'１着した。この曰は月形村に泊まっている。
4４
砂川村の地価設定の状況について「北海タイムス」は，次のような例をあ
（45）
げているが，現段階では税務署の資料では確認できなかった。その『Ｉは，①
明治43年の宅地地価修正の当時二等地と目すべき土地に坪36銭を設定したの
ち，昨年比肩すべき土地に95銭の地価を設定，或いは20銭の地価ある土地の
隣地に70銭を設定（砂川村)，◎裏通りのみに95銭を附し，ある土地の隣地
では表裏とも75銭を附す（砂川村）Ｏ表通りの士地に22銭を附し，すぐ隣接
する裏通りの土地に60銭の地価を附す（砂川村）ｅ署長は美唄宅地は坪１円
より高くはしないとしながら，本年６月には，同等の土地に１円10銭ないし
１円20銭を附した。また，泥炭地で僅少の収穫しかない土地に反４円60銭を
附す（沼貝村)。①沼貝村の４等地に19円１５銭を設定（角田村の18円に比し
12円が相当の土地である｡）Ｏ小川村の宅地は泥炭地を水田化したもので苗
が成育不良であり，大部分消失しているのに11円を設定した（砂貝村）など
としている。
これに対し，署長は砂川村の件につき交渉協議のてん末をのべたところ，
地主はいったん認めたものの，結局，岩見沢の安き例を発見し，前協定に反
（46）
したことを知らなかったと弁解したという。砂Ⅱ|村の件については，署側の
記録上は言及されていない。
７月21曰は，黒田参事官一行は，月形監獄視察後，北漸寺にて地主一同と
（47）
会見し，陳’肩を受けた後，田畑を視察している。陳'清の要旨は，月形ﾈ寸は従
来三分の一以上が有租地であり，田は各10円38銭，畑は６円の上等地であっ
たのに，不当な地価を設定したというものである。そして，月形村は，訴願
する者と訴願しない者とが二十名内外あり，訴願する者を下げたならば，訴
願しない者も引き下げてほしいと述べている。これに対しては，黒田参事官
（48）
は，滝111での発言と同様にのべられたとの記録がある。参事官一行は７月２１
曰１６時発の列車で岩見沢に向かい，午後８時に岩見沢に到着，そのまま宿泊
している。
７月22曰，黒田参事官，小島札幌税務監督局長ら－行は，午前８時30分に
（49）
旅館を出発し，空知管内の視察を『了っている。地主７人が案内し，松實道議
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）４５
や有末沼貝村長，桜井沼貝村地主会長も同行している。（随伴した地主は約
50余名)。金井商店付近の畑，川向士功組合かんがい用水引入口，＿番組鉄
道線路踏切付近，川向地区，三笠山地区などを視察している。午後２時より
岩見税務署内に於て事務視閲が行われた。
さらに７月22曰午後５時から深夜まで税務署応接室で岩見沢地主の陳`情が
（48）
行われている。陳`清の要旨(よ⑦類地比準とすること，◎造田経費が大なるこ
と，Ｏ凶作があること，ｅ水田の多くが地味劣悪にして，畑地として経営困
難なる個所の利用等として造成したもので，収益も畑地と著しい差異がない
こと，①多年の実験より得た水田耕作上，至難の点が多いことであった。
ただし，「北海タイムス」では陳情時間が午後８時から１１時までとなってい
るのに対し，局への報告では，「17時頃より12時まで」となっている。いず
れかは又は双方に誤記があると思われる。
７月23日には，黒田参事官一行は，当署内において事務を視閲した後，角
（50）
田村の田畑を視察しﾌﾟこ。角田村農会事務所に於て地主と会見している。その
陳!清の中では，角田村で従来設定した地価に対しては勿論，将来に於ける事
も何等申し出がなかったとのことである。一行は，角田村を午後７時に出，
岩見沢に戻り，岩見沢に宿泊した。なお，この曰は当初，長沼にも行く予定
であったが，取りやめになっている。
７月24曰午前８時45分，参事官一行は，釧路に向け出発した。
今回の空知税務署管内においては，黒田参事官一行は非常に多忙であり，
昼間は士地の視察をし，夜間は地主の陳`情を聞き，ほとんど寸暇もなかった
と，税務署も評している。又，管内視察は，地主側は松實・桜井・有末．青
木・幸田が全域を随行し，各村においては，村長始め地主会数十名が案内し
た。なお，全村田畑訴願地はことさらに，本年は一回の除草もなしていない
（51）
形跡があったと空知税務署は*し幌税務監督局に報告している。
なお，大正１０年９月に，当時の空知税務署長は，次のような記事を残して
いるが，黒田参事官一行による調査や地主会との紛争とのことについては言
及していない。ここでは，大正４年から大正６年までのことを紹介すること
4６
とし，大正７年からの点に関しては稿を改める。ただ，－部据置年限を付与
しないことにつき，「遠からず之が取扱上に対し物議を惹起するに至らんか」
（52）
とし，将来の不安があることを示している。とにかく，空知税務署'ことって
地価問題は，最大のできごと（懸案事項）であるし，空知税務署は従来から
の方針を貫いてきたことが明らかである。
すなわち，「大正四年二至り北海道特別免租年期明地及地目変換地価修正
地ノ生スルニ件上之ガ地価設定及修正二関シ不図モ問題ノ勃興ヲ見クリ由来
地価設定及修正ニハ地租條例ニヨリ主トシテ収穫量ヲ基準トシ類地比準ヲ原
則トセルモ本道二在来ノ有祖地ハ極メテ少数ニシテ逐次地価設定ノ激増スヘ
キヲ偶々少数ノ既設定地二比準シ凡百ノ土地ヲ律セントスルハ頗ル危険ノ事
例二属シ少数ノ既設定地ハ其土地ノ地力，品位其他ノ要素ヲ綜合勘案シタル
地位二相当シ他ノ比準タノレニ充分ナリヤ否ヲ考案シ而シテ其正当ナルモノハ
以テ採ルヘキ然ラサルモノハ強テ採ルノ限リニアラズトシス収穫量甲於テモ
自作タリト小作タリトニヨリ土地改良ノ度合管理及除草施肥ノ巧拙精粗ニヨ
リ其収入二大ナル差異アリヌ純収入二至リテハ更二其ノ眞ヲ得ルコト難シト
ナシ当署二於ケル等級調査ハ根底ヨリ之ヲ覆没セラル、二至しり」「而シテ
大正四年二地価設定初リ大正七年二至ル四ケ年間二設定セラレタルモノ、大
部ハ訴願ヲ提起スル処トナリ内角田村ノ大正四年十二月設定ノ分ト沼貝村大
正五年設定ノ分ノミ裁決アリタルモ他ハ全部未済二属シ人民ハ過重二課税ヲ
受ケツ、アルノ状況ニシテー曰モ早ク之ガ裁決ヲ希望スルモノ漸ク其数スル
ニ至しり」としている。
（４）７月24曰の早朝，釧路に向けて岩見沢を出発した黒田参事官一行は，
25曰には釧路管内を視察した。２６曰は河西署（現帯広署。十勝池田署管内を
含む）を視察し，夜半に網走に到着した。網走では，２７曰港湾等を視察する
予定であったが，旅館より市街地や港湾等を視察し，水野署長の説明を聴き，
－番列車で帯広に向っている。結局，網走では，署長より話をきき，又北見
地価問題とその他２－３件に関し記者に質問したことにとどまった。結局，
北見地方では，地価問題についてはあまり論ずるものがなかったが，普くお
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）４７
こるべき問題として，一応参考的にとりしらべたにとどまる。なお，これま
で黒田参事官に同行してきた小島札幌税務監督局長らは，網走から先に27曰
（53）
朝，ホL幌に帰りついている。
残った参事官一行は，７月27日は下富良野に宿泊し，その周辺を視察して
いる。７月28曰（深夜）に札幌に帰りついている。
札幌税務監督局においては，早目に帰札した札幌税務監督局長，および２８
曰深夜に帰りついた黒田参事官を迎え，２９日が曰曜曰にかかわらず，地価改
正問題について協議をしている。この協議とは小島札幌税務監督局長，河本
（54）
高11監督官，高原上)'|署長，物應空知署長が参加した。この曰は直税課の係員
全員及び秘書らも出勤したし，３０日も同様の体制をとっている。
なお，７月30曰には，参事官一行及び税務監督局員一行は，午前７時10分
札幌発の列車で江別に向かい，７時52分江別に到着，江別における訴願中の
田畑地価の視察を行っている。地元有志の案内により，江別市街より野幌市
街にいたる沿道を視察した。この視察には，直税部長，札幌税務署員らが同
行し，松實・桜井・坂野といったこれまで随行してきた人々も同行し，江別
でも数十名が出迎えた。そして，野幌小学校にて約１時間半にわたり陳情を
（55）
し，１１時41分野幌発列車で帰札した。この江BlIの視察は，当初予定されては
（56）
いなかったが，地元の要望力ｉ強く行われたものと認められる。
この曰（30日）の午後，午後３時より４時半にわたって，空地地主連合会
は，税務監督局において黒田参事官及小島局長に対し陳'清書を提出した。こ
の陳情には，桜井他陳情委員７人，伊藤廣幾会長，石黒副会長が参加したほ
（57）
か，中西代議士，松實道会議員，高柳岩見沢町長ｶｺﾞ同行している。出頭者は
①産米収穫高◎宅地並の地価Ｏ比較すべき福井県における明治初年改租当時
の実例，ｅ本道の地価が非常に高価であること，④空地地主会陳情書以外の
条項，⑤拓殖改善上より地価問題を観察して配慮を払われるべき事項につい
てのべた。これらの事項は，既に空知税務署から札幌税務監督局に大むね報
（58）
告されてし､ﾌﾟこ゜
この３曰間に黒田参事官が，札幌にいるわずかな期間をぬって局で打ち合
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わせをしていることと思われる。あたかも，第39回帝国議会で北海道の問題
がどのように論議されてきたかを，「北海タイムス」は，その第１面におい
て，「本道問題議會観」として，７月19日から７月26曰まで掲載している。
その掲載の中心となったのが，地価設定問題であったのである。地主会側は，
この報道をみながら黒田参事官の視察に同行している。一方，こうした地主
会の動きは，逐一，本省や政友会本部に報告されている。これら双方の動き
を知りつつ，黒田参事官及び小島札幌税務監督局長の一行は，視察をすすめ
てきた。視察の期間も残り少なくなり，一行が札幌に戻ってきたこの機会は
貴重であった。だからこそ，札幌税務監督局員が曰曜曰にもかかわらず待機
し，上川，空知の税務署長も参加し，作業の打ち合わせをしたのである。こ
の打ち合わせが，今後の作業の土台となったことは，後曰の動きから推測す
ることができる。
７月31日，参事官一行及小島札幌税務監督局長は，小樽税務署長，松實道
（59）
会議員らとともに，午前110寺に，余市町の視察に向け，出発した。余市駅に
は，余市町長，大江村長ら多くの関係者が出迎えている。余市町の地主は，
耕作収穫等より打算して地価査定不当を陳'情したほか，大江村長は大正５年
に提出した地価衡正訴願を提出した理由をのべ，大江村の地主は余市産りん
ごの生産状態等を詳しく述べている。そして，各地主の案内にて，余市大浜
中に地価10円10銭を設定せる土地，山田黒川方面の土地を視察し，札幌に戻
っている。
黒田参事官一行は，８月１日午前７時10分発の列車で局員総出の見送りを
（60）
受け札幌駅を出発し，午後１H寺室蘭駅に至']着した。室蘭税務署長・同直税課
長の出迎えを受けたし，副監督官，桜井良三が札幌より同行している。石油
発動汽船で伊達村につく。伊達村村長・助役ら数名の出迎えをうけ，休憩中
陳情を受けた。その後，伊達村字長流方面を視察し，午後８時に帰宿してい
る。
８月２日，午前６時半発にて室蘭にひきかえし，室蘭町長の出迎えをうけ，
公会堂で小憩したあと，室蘭製鋼所を視察する。１２時より，室蘭税務署にお
地価問題と北海道の税務行政組織（１１）（西野）４９
いて，町長，助役，地主からの陳'情をきき，ついで町内を視察し，午後４時
半京城丸に乗船し，青森に向け出発した。ここにおいて，黒田参事官の北海
道視察がおわった。
黒田参事官の北海道視察はここに終了する。当然復命書があるはずだが，
入手できない。けれども，８月15～16曰頃にはまだなされていない。８月１８
曰付の「北海タイムス」によれば，旭川地方税務当局の所陳は前後矛盾の点
もあり，結局地価修正の形式をとらざるべからざる次第なるが，政府は法律
改正によらずに解決したい方針であり，参事官の調査終了をまち，遅くとも
（61）
今議会までに決定することＩこなろうと，報じているからである。次の国会
(第40回帝国議会）は大正６年11月10曰に招集詔書が公布されたが，大正６
年12月25曰が招集曰であるので，それまでに決めればよいということであろ
う。
（５）黒田参事官一行が雛道してから，７月末の打合せに基づいて，関係者
により地価査定作業がすすめられたことは，大正７年１月大蔵省令第二号が
公布された直後，各署で地価調査委員会がすみやかに組織されたことからも，
うかがうことができる。そして，空知税務署管内で最高７円，最低１円とす
る協定が比較的短時間で成立したことは，それまでの間に，何らかの交渉が
あったことは，まちがいがない。
たとえば，大正６年10月20曰の憲成会北海道支部総会は，宣言の中に「本
道地価設定の均衡を得せしむる為め査定機関の設置を期すること」を，含め
（62）
ている。さらに，若槻憲政会総務も車中で，本道地価問題1こついて，かかる
（63）
措置(よ不当であると述べている。こうして，憲政会も，本道地価問題を，大
政治問題としつづけていることは，まだ，何の結論もでていなかったこと，
地価査定作業が続いていることを，うかがわせるものである。
（64）
当然，開会中の北海道会でも地価問題(よ大問題となっていたのである。大
正６年10月22曰に開会された第17回通常道会（11月20曰までの会期）で，俵
長官は，松實・植田の道会議員の質問に答えて，地価問題についての見解を
述べている。
5０
それによれば，（ｲ)従来税務署が類地比準の方法によってその付近の地価に
類比して付けたやり方が適当であって昨年に於て新たに北海道の地価として
適当と思う処の新たなる標準によって付けた方法は違法であるという議論も
まちがっている。(ﾛ)北海道の土地と元来は有租地ではない国有地である。そ
の国有地が払下げの処分をされ或一定の年期間の後に有租地となった之に地
価を付くるは地類変換，地目変換の場合を適用すべきものではなく，地租条
例９条を適用すべきものである。い本道のごとき地価を付ける場合は内地の
地目及地類変換に於るが如き前例を追った所謂類地比準を以て付するという
事は根本に於いてまちがっており，北海道の有租地の地価は，地租條例９条
によって品位等級を十分に審査をした上で新たに付けなければならないが，
政府は研究がたりない。（二)内地の地価は当時に於て一応定まっているところ
の地価が部分的に不適当であるとか公平でないという。本道の地価はまだ一
定の標準が定まったものがない故に之を定めて更に将来に向って本道の土地
というものが大部分の筆数は将来に於て地価を付けなければならぬ状態であ
る。ここにおいて一定の標準を設け将来の地価を適当に付すると同時に，今
まで適当に付してきた地価を適当な基準によって引直することは，もっとも
適当ではないか。㈱本道の地価が高いから公有林も高くなっている。この事
態を適切な状態に直すためには，適当な処置を当局も行わねばならぬ等を主
張している（なお，当時，北海道の国有林を農商務省に移管して林政を統一
しようという論争があり，農商務省・内務省・大蔵省と北海道庁との間に論
争が，盛りあがっていた。この論争が拓殖計画とからんでいた)。
俵長官の主張は，いわゆる類地比準ではなく，本道に対する適当な標準を
もって全面的に付け替えよ，とにかく全面的に引下げよというものであろ
う。主張の出発点からいえば，必ずしも論理が必ずしも一貫したものとは言
い難い。黒田参事官もあいさつに出向いているはずであるが，説明には苦労
しているのではないか。
さらに，１２月17日に，地価衡正有志会は，集合し，従来の立場を再確認し
（65）
ている。
地価問題と北海道の税務行政組織（１１）（西野）５１
このような動きをみると，黒田参事官の来道により地価問題は落ちついて
きたかにみえる。しかし，次の通常会においては，「国防と増税」が問題に
（66）
なることは，国民}ことってわかっていたのである。
さらに，曰本全体として，造船業界は好況であり，又８月30曰には東京・
大阪の株式相場や綿価相場が暴落したし，９月12日には事実上金体位制が停
止された（この年は，貿易収支は未曽有の黒字であり，内地出超額は５億
6719万余円にもなっていた)。その一方で，１０月12曰には，米国の輸出入制
限により株価が暴落してしまう。このように，第一次大戦による好況の影響
が日本全国を覆っていたのである。
政治的にも，大正６年の後半は，大変動の時期がはじまろうとしていた。
第一次世界大戦は，米が独に２月３曰参戦，中国もドイツに３月14曰参戦し
た。これに伴って義和団事件の賠償金の再考慮問題が生じ，さらには大正６
年11月２曰に，中国における曰本の特殊利益を米国が認めるという曰米交換
公文（石井・ランシング協定）が交わされた。また，中国の段棋瑞政権への
借款供与が問題になっていた。この大部分が，いわゆる「西原借款」であっ
て，その後も大問題となる。また，連合国の一員として欧州大戦を戦ってき
たロシアに，二月革命・十月革命が発生し，激動のロシアは独・澳側と休戦
協定を結ぶ。十月革命で成立した新政権が共産主義政権であったことが，他
の国々に恐怖をよびおこし，各国が共産主義政権の打倒をめざさせることに
なった。それが，イギリスなどのロシアへの侵入，大正７年１月のウラジオ
ストックへの軍艦派遣，大正７年８月２曰のシベリア出兵宣言などに結びつ
く。
それまで世界大戦によって，経済界は未曽有の好景気の恩恵に浴し，政府
及北海道も自然増収の恩恵に浴していた。けれども，欧州大戦の変化やロシ
アや中国の激変に伴なって株価や物価が高騰・暴落をくりかえすようになり，
また，買占め，売おしみなどが盛んに行なわれるようになった。大正６年５
月の小豆の暴騰暴落，８月末の株価・綿価の暴落，１０月の株価の暴落などに
もその例がみられる。これが，やがて，大正７年の米騒動につながるし，ま
5２
た，ロシア革命の影響もあって労働騒動の多発の一因（大正６年３月曰鋼室
蘭工場，６年６月若鍋炭鉱，大正７年７月，小樽ガス会社，８年９月沼貝炭
鉱など，北海道だけでも，多数の紛争が発生する｡）ともなる。これだけ不
安な状勢となったことに対して，政府は暴利取締令，小額紙幣発行令等をは
じめとする諸法令を出したり，金貨幣・金地金の輸出禁止を行う等，当面の
救済策を，いろいろと講じている。けれども，社会不安の色彩の高まりは，
どうしようもなくなっていった。
こうした状況の中では，地価問題は，影響が薄くなっても，やむをえない。
しかし，大蔵省では検討がすすめられているし，政友会・憲政会らも検討を
すすめていたのである。
（６）第39回帝国議会において，衆議院議員中より，①北海道地価設定の為
の官民組織の調査機関を設定すること，ｏ北海道土地免租年期中に於て開墾
せんとするものに対し地価据置年期を許可することの二点に関し，政府は次
期議会に法律案を提出することを希望するとの建議案が提出され，それが可
決されたことは，前述した。
しかし，北海道の地価問題が黒田参事官の視察で落ちついたこと，また，
全国的にも政治社会‘情勢の変化により地価問題が落ちついたこととの中で，
大正７年１月21曰，大蔵省令第２号「北海道土地調査に関する件」が公布さ
（69）
れ，「地価調査委員会」が設置されることになった。この法令により，」上海
道において地価を設定することになる場合に，「当分ノ内之ヲ地債調査委員
会二諮問スベシ」とされることになった。付される根拠法が規定されている
ので，すべての場合に付することが要求されているわけではないが，ほとん
どの場合がクリアされることになる。地価調査委員会は各税務署所轄内に設
置され，定数は９人である。定数９人の内，３人が，北海道庁長官の指名し
た税務署所轄内北海道庁支庁所管の官吏及公吏である。残る６人が，税務署
所轄内区町村長又は戸長の推薦した調査委候補者の互選したる者であるので，
地主側の意見が強く反映されることになる。この地価調査委員会には税務署
長が作成した地価調査書が送付され，送付を受けたるときから20曰以内に調
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）５３
査をし，その結果を地価問題調査会長より税務署長に報告されることになる。
これで，北海道地主側が要求してきた官民共通の地価設定機関が，地主側有
利の立場で，設置されたのである。
地価設定建議が法律案を求めているのに勅令ですませたことは，よかった
（70）
のか疑問である。力i，大正６年８月18曰付の「北海タイムス」がいうように，
何かの理由があったのであろう。
しかし，地主側は発令をみたことは悦ぶべきとするも，機関の設立方法及
び運用方法を誤らんか，更に一層の恨事を残さないとはしないとし，道民は
（７１）
今より深く研究しておく必要があるとする。「北海タイムス」カゴおそれる点
は次の３点である。すなわち①区町村戸長は最も深甚の注意を以て私心を去
り推薦にあたらなければならないｄ推薦を誤れば，町村民の怨瑳の中心とな
り，ひいては自治体の円満を欠くに至る。所得税・営業税ですら，納税者の
選挙権は納税者にあるのに，何ゆえ推薦権を地主会に与えなかったことを恨
む。◎居住者の互選は，改定された地価に紛議をおこし，猛然な競争という
悪幣を生ずることになる。Ｏ最後の決定権は税務署長にあるので，税務署間
に地価の統一をみることになる。となると，税務監督局長の統一的手腕が重
要となり，その如何によっては更に地価問題をして紛叫せしむることになる。
とする。結論として，諮問機関の設置は悦ぶべきところがあるが，運用は最
も困難であり，官民一致しての深甚な注意と研究が必要であるとする。
たしかに，調査委員会制度はプロシアに範をとるとはいえ，その運用は難
（72）
しい・所得税調査委員の選挙の激しさにlま税務署も悩まされていた。したが
って，選挙を避けたかったのであろう。北海道のように，地主会と区町村長
とが接近している場合には，問題が少いが，今後問題が生ずるであろうこと
は，可能性が高い。各税務署の資料をみる限り，地価調査委員の推薦に悩ま
されている例が，多数見受けられる。
地価問題に悩まされてきた空知税務署は，地価調査委員会を通じて相当困
難な折衡を経て普通畑最高７円，最低１円で協定した。当初の設定の18円よ
り相当安<なったことになる。そして，第１回の地価調査会では宅地につい
5４
ては改定してきたものに比準して改定したものについては大部分が結論を一
致して得ている。
山林・原野・雑秣地には大なる意見の相違はなかった。田に対しては，残
された課題である地種変更免租年期明けについては，大正７年法律第43号を
まって処理することとなった。それも地主側は畑の最高２倍をこえないこと
（73）
を希望したという。空矢ﾛ税務署は，地価設定について，その後も悩みつづけ
たのである。
年期明けの土地及地目変換開墾等の土地については，大正７年法律43号で
処理することになるが，次槁に委ねる。
（１）「議会制度百年史一一帝国議会史上巻」
（以下，「帝国議会史上巻」という｡）674頁。
（２）「帝国議会史上巻」675頁。
（３）「帝国議会史上巻」676頁。
（４）大正６年６月26日付「北海タイムス｣，「本道自然増収一喜ぶべき好成績｣。
（５）大正６年６月19日付「北海タイムス｣，「不自然増収一当局に警告す｣。
（６）「北海道第一期拓殖計薔事業報文」（以下「事業報文」という｡)，北海道庁篇，
昭和６年。
（７）「事業報文」５～７頁。
（８）西野敞雄「地価問題と北海道の税務行政組織（９）｣，比較法制研究第25号，
６３～65頁。
(９）（８）と同じ。
(10）「北海道議会史」第２巻。大正５年11月２日付「北海タイムス｣，「地価問題建
議｣。
(11）「政友会支部大会｣，大正５年１１月20日付「北海タイムス｣。
(12）「地価問題決議｣，大正６年２月１日付「北海タイムス｣。
(13）「創立二十五周年北海道協会沿革史」187頁。国立国会図書館別室所蔵。
(14）「本道税関近況」大正６年４月７日付「北海タイムス｣。
(15）「地価問題陳情」・「委員，長官会見｣，大正６年６月17日付「北海タイムス｣。
(16）「帝国議会史上巻」679頁～686頁。
(17）「地債問題陳述｣，大正６年７月２日，「本道地価衡正運動」大正６年７月５日，
「地債衡正と首相」大正６年３月３日，「本道税界近況」大正６年４月７日，「地価
問題運動」大正６年６月21日，いずれも「北海タイムス｣。
(18）「帝国議会史上巻」688頁～690頁。
(19）西野敞雄「『救貧税法案』『血救法案』－『負の所得税』の一つの試み－｣，
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）５５
国士舘法学27号参照。軍事救護法案がまず法律化され，次第に一般化されて一般
的な救護法となる。
(20）「道民の聲｣，「北海タイムス」大正６年６月26日付。
(21）「請願分科会の地債問題，思い掛けなき当局の意見一議会記者｣，「北海タイ
ムス」大正６年７月６日付。
(22）「地債問題を中心に－議院内外の騒動｣，「北海タイムス」大正６年７月７日
付。
(23）「本道地償衡正運動一有志の陳情と勝田蔵相の同情」・「地債問題の曙光」
－大正６年７月５日付「北海タイムス｣。後の記事には，「牧堂」の署名がある。
(24）「議件一掃一地債問題経過｣，「北海タイムス」大正６年７月15日付。
(25）「帝国議会貴族院議事速記録」33-98～114頁。
(26）「帝国議会貴族院議事速記録」33-136～137頁，149～165頁。
(27）「大蔵参事官一行｣，大正６年７月10日付「北海タイムス｣。
(28）「地債衡正運動~伊藤廣幾氏談｣，大正６年７月10日付「北海タイムス｣。
(29）「黒田参事官招待」・「黒田参事官談一本道地債問題に就いて｣，大正６年７
月11日付「北海タイムス｣。
(30）「黒田参事官の一行｣，大正６年７月12日付，「北海タイムス｣。
(31）「旭川地主会総會｣，大正６年７月12日付，「北海タイムス｣。
「参事官旭川着｣，大正６年７月15日付，「北海タイムス｣。
「旭川地主會と－黒田参事官一｣，大正６年７月14曰付，「北海タイムス｣。
(32）「黒田参事官の一行｣，大正６年７月12日付，「北海タイムス｣。
(33）現代のＪＲのダイヤと比較できないが，現代で札幌・旭川の数少ない各駅停車
の直通列車として，札幌９時６分発，旭llll2時49分着がある。おそらく，その前
後の時間で動いたであろう。
(34）「旭川地主会と－黒田参事官一｣，大正６年７月14日付「北海タイムス｣。「参
事官旭111着｣，大正６年７月15日付「北海タイムス｣。「参事官の一行｣，大正６年
７月17日付「北海タイムス｣。
(35）「黒田参事官調査｣，大正６年７月16日付「北海タイムス｣。
(36）「岩見町地主会｣，大正６年７月17日付「北海クイムス｣。
(37）「黒田参事官着岩｣，大正６年７月17日付，「北海タイムス｣。
「空知地主総会一運動経過報告｣，大正６年７月17日付，「北海タイムス｣。
(38）「地価問題書類」第60書類。
(39）「地債問題の問答要旨Ｈ・(二)・曰・(四)・(五)｣，大正６年７月20日・２２日・２４
日・２６曰．２７日付「北海タイムス｣。
(40）「参事官の調査｣，大正６年７月18日付「北海タイムス｣。
(41）「空知地主総會－黒田参事官臨場｣，大正６年７月18日付「北海タイムス｣。
「黒田参事官の一行｣，大正６年７月19日付「北海タイムス｣。
(42）「黒田参事官視察｣，大正６年７月17日付「北海タイムス｣。「空知地主総會
－黒田参事官臨場｣，大正６年７月18日付「北海タイムス｣。
5６
(43）「地価問題書類」第60書類。
(44）「黒田参事官一視察箇所の状況｣，大正６年７月23日付「北海タイムス｣。
(45）「黒田参事官一視察箇所の状況｣，大正６年７月23日付「北海タイムス｣。
「地債問題雑感（下）－美唄に於る悲劇｣，大正６年８月２日付「北海タイム
ス｣。
(46）「地債問題書類」第60書類。
(47）（46）に同じ。
(48）（46）に同じ。
(49）「地債問題書類」第60書類。「参事官の視察｣，大正６年７月24日付「北海タイ
ムス｣。
(50）「地債問題書類」第60書類。「参事官の視察｣，大正６年７月24日付「北海タイ
ムス｣。
(51）「地債問題書類」第60書類。
(52）税務大学校租税史料館所蔵資料。
(53）「参事官一行日程｣，大正６年７月25日付「北海タイムス｣。
「地債問題調査」・「小島局長談話｣，大正６年７月28日付「北海タイムス｣。
(54）「地債問題協議｣，大正６年７月30日付「北海タイムス｣。
(55）「黒田参事官視察一不当地債設定地｣，大正６年８月１日付「北海タイムス｣。
(56）「参事官視察要望一江別有志陳`清｣，大正６年７月26日付，「北海タイムス｣。
(57）「地主連合会の陳`清一地債設定問題｣，大正６年８月1日付「北海タイムス｣。
(58）「地債問題書類」第59書類。
(59）「黒田参事官の一行｣，大正６年８月１日付「北海タイムス｣。
(60）「黒田参事官の一行（室蘭伊達視察)｣，大正６年８月５日付「北海タイムス｣。
(61）「旭111地方地債問題｣，大正６年18日付「北海タイムス｣。
(62）「憲政支部総會｣，大正６年10月21日付「北海タイムス｣。
(63）「若槻総務と車中に語る－小澤駅に出迎えて｣，大正６年10月21日付「北海
タイムス｣。
(64）「本道地債問題（上）（中）（下)」一道会に於る俵長官の言明｣，大正６年１１
月４日，５，６日付「北海タイムス｣。
(65）「地債衡正有志会一昨日豊平館に協議會開催｣，大正６年12月18日付「北海
タイムス｣。
(66）「議会召集一国防と増税｣，大正６年12月27日付，「北海タイムス｣。
(67）「本道自然増収一喜ぶべき好成績｣，大正６年６月26日付，「北海タイムス｣。
しかし，「不自然の増収一当局に警告す」（大正６年６月１９日付「北海タイム
ス｣）というように，負担の増加を問題視するようになっている。この点が地価問
題に反映している。
(68）「帝国議会史上巻」676～677頁，679～681頁，694～695頁
(69）「明治大正財政史」第６巻810～812頁。
(70）「旭川地方地債問題｣，大正６年８月18日付「北海タイムス｣。
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）５７
｢本道地債問題｣，大正７年１月26日付「北海タイムス｣。
租税史料館資料。
大正10年９月20日付の記事。租税史料館資料。
(71）
(72）
(73）
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黒田参事官行動年表
年号 年 月 日 肩 書 行動日程
明治 ８
８
８
３
３
３
3９
4０
4０
4２
4２
１
２
７
１
１
1２
５
９
３
1１
大蔵属・理財局兼参事官
付
高文合格
税務属・大蔵属・東京税
務監督局
税務監督局事務官・東京
税務監督局
丸亀税務監督局長
大蔵省参事官
専売局主事兼大蔵省参事
官・専売局長官官房
大蔵省参事官
大蔵省採用
42.8製塩地整理方法案閣議決定
(43.4法律48号となる)。
〔専売局長官：高橋是清〕
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）５９
北海道関係 付随事項
39年始宅地地価修正準備作業開始（全
国で）
３９４．１１法律33号（北海道に地租条例
を施行）
39.4税務審査委員会設置
34.6.2第１次桂内閣
38.12.25-39.3.28第２２回議会
39.1.7第１次西園寺内閣
39.12.24「税法審査委員会報告」
40.3税法整理案審査会設置
39.12.25-40.3.28第23回議会
41.4.15北海道国有未開地処分法（法
律57号）
、~了T豆~壷=J百丁面面~露面5面讓套１
40.12.25-413.27第24回議会
4Ｌ７．１４第２次桂内閣
42.3宅地地価修正法
4210.29「北海道開拓費に関する閣議
決定事項」（拓殖15年計画）
42.3法律３号宅地地価修正法
42.10.26伊藤博文暗殺される
＜43.3国会承認＞
43.3.25地租条例改正
北海道宅地2.5％
〃 田畑3.4％
〃 その他4.0％
43.3.25宅地地価修正法（法律３号）
……北海道にも適用……
43.6道長官「地主会設立に関する要
'42.12.22-43.3.24第26回議会Ｉ
43.3.13立憲国民党結成
43.3.25地租条例改正（法律２号）
43.3.25宅地地価修正法（法律３号）
43.5.25大逆事件の検挙始る
6０
年号 年 月 曰 肩 書 行動日程
明治
大正
4３
一元
４４ ９
1２ 2１
(大蔵省参事官）
大蔵省参事官兼大蔵大臣
秘書官
大蔵参事官兼大蔵大臣秘
書官
山本達雄蔵相
勝
田
次
官
若槻礼次郎蔵相
１ P
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）６１
北海道関係 付随事項
綱」
43.10.10-28宅地地価修正委員会開催
(各署）
44.3.10-3.21宅地地価修正の異議申
立（全国でも）
43.8.22韓国併合に関する曰韓条約
43.11.15帝国農会の設立を許可
44.3法律37号（地租徴収交付金制度）
44.4.7改正市制・改正町村制公布
444.21日米新通商航海条約調印
43.12.20-44.3.22第27回議会
45.5.15東武ら衆議院議員に当選
44.10.10辛亥革命始まる
45.2.12清国， 宣統帝退位
45.512衆議院議員総選挙
44.8.30第２次西園寺内閣
大正元9.28石原長官「北海道拓殖費に
関する意見書」を提出
大正元10.24大蔵省通牒（住110525号）
……宇都宮税務監督局への回答……
元11.29「北海道地方費の行政に関し主
務大臣の許可を要しない事項」
兀1１．２２ 上原陸相，２個師団増設案提出
11.302個師団増設案否決（閣議で）
12.臨時制度整理局特別委員報告
12.5西園寺内閣総辞職
12.19憲政擁護大会始まる
45.7.30大正改元
元8.21-8.26第29回議会
2.1.17北海道記者大会・北海道民大会
|大正元12.21第３次桂内閣’
２１．１７全国記者大会
2.7立憲同志会結党官言
2.11桂内閣総辞職
大正元12.24-2.3.26第30回議会
6２
年号 年 月 日 肩 書 行動日程
大正 ２ (芙薑雲髻嘉雲官） 貴族院
議
員
（
大
３
．
３
～
昭
ｎ
．
３
）
（
大
元
・
皿
～
大
３
．
４
）
（
５
．
ｍ
～
５
．
，
）
大
蔵
次
官
勝
田
主
計
高橋是清蔵相
若槻礼次郎蔵相
１ ７
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）６３
北海道関係 付随事項
2.3.20東武ら「北海道拓殖補助機関創
設に関する建議案」提出（３月26日
可決）
2.4．北海道協会「北海道拓殖二関ス
ル建議」提出
2．冷水害による大凶作
2.11.30道会「拓殖振興並びに権利拡
張に関する件」を決議
3.2.26乙竹仲太札幌税務監督局長と
なる
3.3.31地租条例改正（法律８号）
田畑4.7→4.5％（原則）
〃3.4→3.2％（北海道）
3.4.1旭１１１町旭111区となる
|大正2.2.20第一次山本内閣’
2.24政友倶楽部結成
2.6.29第２次バルカン戦争始まる
3.1.23シーメンス事件始まる
2.5内閣弾劾大会つづく
3.2.21法律１号（災害地租免除法）
33.24山本内閣総辞職
2.12.24-3.3.25第３１回議会
3.11農産物価格低落。ただし青碗豆，
薬豆騰貴
'3.4.26第２次大隅内閣’
6.28サラエボ事件
7.28世界大戦始まる
8.3東京大阪で株価暴騰
8.23日本， ドイツに宣戦布告
10.14海軍，赤道以北のドイツ領南洋
諸島占領
ｌＬ７日本軍，青島を占領
3.5.4-5.7第３２回議会（臨時）議会
3.6.20-3.6.29第33回（臨時）議会
3.9.3-9.10第34回（臨時）議会
6４
年号 年 月 曰 眉 書 行動日程
大正 ３
４
４
５
７
９
１
大蔵省参事官兼大蔵大臣
秘書官
欧
州
ロ米
国
に
出
張
（
４
．
７
～
５
．
皿
）
．官事参省蔵大
大蔵省書記官兼大蔵
省参事官・理財局国
庫課長
1 Ｐ
若槻礼次郎蔵相 勝田
主
計
貴
族
院
議
員
（
昭
ｎ
．
３
ま
で
）
武富時敏蔵相
(4.8から5.10）
1 「
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）６５
北海道関係 付随事項
この頃，諸業沈滞，農商活気なし
4.3.25総選挙
(政友派をおさえ，立憲同志会圧勝）
3.12.3「21カ条要求」を訓令
3.12年末にかけ，中小銀行の取付，支
払停止がつづく
4.1.18日置大使，中国政府に21カ条要求
を提出
41.25米価調節令公布
4.5.9中国， 10カ条要求を受諾
4.6.21大正４年度追加予算公布
3.125第35回議会召集
3.12.25解散
4.3.25総選挙
4.5.17-6.9第36回（特別）議会
4.8.ｌ北海道自治協会設立 4.7.6台湾で大規模な抗日蜂起
4.10.11札幌税務監督局，大蔵省へ地
価改定基準に関し照会
4.10.30道会建議案「産業振興に関す
る根本方策確立に関する件」可決
物価騰貴とくに青碗豆等活発
4.12上ｌｌｌ税務署，133箇所の地価を改
定
4.1110即位礼
4.12.4東京株式市場暴騰（いわゆる大戦
景気始まる）
このころ成金続出
4.11.29-5.2.28第37回議会
犬5.18乙竹札幌税務監督局長「本道
税務連絡圏編さんを今年完成する」
と語る
5.112泉鱗太郎ら，空知税務署長に角
田村の地価問題につき嘆願書提出
大5.ｌ吉野作造「憲政の本義を説いて其
有終の美を商すの途を論ず」（中央公
論）
5.1.12大隅首相，そ撃される
5.1.19東京の諸物価高騰（大正バブル始
6６
年号 年 月 日 肩 書 行動日程
大正 ５ 大蔵省書記官
大蔵省参事官．
理財局国庫課長
欧
州
・
米
国
に
出
張
（
４
●句〃・ＰＬＩ〃戸、）●皿）
勝
田
朝
鮮
銀
行
総
裁
（
大
・
４
．
皿
～
５
．
ｍ
）
勝田貴族院議員（昭Ⅲ・３まで）
〔武薑時敏蔵相〕
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）６７
北海道関係 付随事項
5.1.17泉鱗太郎ら，空知税務署長に角
田村につき嘆願
5.1.19伊藤廣幾農会長ら，空知税務署
長に陳情
5.126空知外３郡地主大会（84名出
席）
5.2.1空知外３郡農会総会
建議を大蔵大臣に提出することを決
議
5.2.18「北海道拓殖促進に関する建議
案」提出〔2.28可決〕
5.2.21-23全管税務署長会議（地価間
題についても局長訓示）
5.3.2「地価算出方法」（北海タイムス）
5.3.１０旭川住民より「地所登録税地方
税賦課並に不法設定取消訴願」提出
さる（11月６日に裁決）
5.3.16空知外３郡町村地主連合会結成
″ 旭111区民大会
5.3.20北海タイムス「問題の自然増
収」
5.3.20十勝地主懇談会「地価設定の公
正を図るため調査委員制度の必成を
期す」旨決議
5.3.23「大蔵省より相当吏員を出張せ
しめ真相を取調べしむるは事実なる
くし」（｢北海タイムス｣）
53.24旭１１１区長，地主会支持を表明
5.3.25上川支庁管内連合地主大会
5.4.11等級調査を行うための収量の目
5.1.19東京の諸物価高騰（大正バブル始
まる）
5.2.8貴族院，付帯決議を付し予算案を
可決
5.2.9英， 日本にインド洋，
ル方面への軍艦派遣を要請
5.2.21-7.11ベルダン攻防戦
シンガポー
5.3.30軍艦をシンガポール方面に派遣
５．５．３１ユトラン ﾄﾞ半島沖海戦
6８
年号 年 月 曰 眉 書 行動日程
大正 ５ 大蔵省書記官
大蔵省参事官.
理財局国庫課長
欧
州
・
米
国
に
出
張
（
４
・
７
～
５
．
皿）
勝
田
朝
鮮
銀
行
総
裁
（
大
・
４
．
Ⅲ
～
５
．
ｍ
）
－
－
ｌ
Ｉ
－
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
▼
勝田貴族院議員（昭Ⅲ・３まで）
(武富時敏蔵相）
勝
田
次
官
（
５
．
ｍ
）
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
▼
(寺内首相，蔵相兼任）
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）６９
北海道関係 付随事項
的提示さる
5.4.15「乙竹局長の談一地価査定問題」
● ｢地価査定反省決議一札幌記者倶
楽部にて」（｢北海タイムス｣）
5.5.9北海道協会・北海道支部総会，
陳情運動を支持する旨決議
5.5.19空知ほか３郡連合地主会
″ ｢政友会と地価査定」（北海タイ
ムス）
5.6.20全管税務署長会議
5.8.10道議会議会選挙
5.9.16「北海道地価設定問題研究会」
結成
5.9.30札幌外４郡連合地主会，税務監
督局長へ陳情を行う
５９下旬旭川区の訴願につき補完が完
了
5.10.6閣議
案を決定
， 北海道拓殖事業計画改訂
5.10.27-ｌＬ２５第16回北海道会
５．１１．２道庁長官「農業家勤倹貯蓄に関
する告諭」
５．６．４ロシア ， 東部戦線で大攻勢開始
5.7.1-ｌＬ１８ソンムの戦
５．８１３鄭家屯事件
5.8.2９ドイツ，総力戦態勢を確立
5.9.1工場法施行
5.9.15英
投入
， ソンム戦線にタンクを世界初
大正5.10.5大隅内閣総辞職
510.10立憲同志会・中正会・飯倶楽部
が合同して憲政会が結成
5.10.12全国記者大会
5.10.26東京・大阪新株価高騰
5.10.9寺内内閣
7０
年号 年 月 曰 眉 書 行動日程
大正
大正
大正
５
５
６
1２
大蔵省書記官
大蔵省参事官.
理財局国庫課長
欧
州
・
米
国
に
出
張
（
４
・
７
～
５
．
Ｅ）－－－１▼．
大蔵省参事官兼大蔵大臣
秘書官
寺内首相，
蔵相兼任
勝田貴族院議員（昭Ⅲ・３まで）
勝田次官（５．ｍ～５．ｍ）ｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌ▼
勝田主計，大蔵大臣に昇格
１ ７
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）７１
北海道関係 付随事項
5.1Ｌ５「北海道地価設定問題研究会」
結成
｢北海道地価衡平期成宣言」可決
5.11.19立憲政友会北海道支部大会
5.1120「問題の反別割は如何一地番号
毎に等級を－某農政学者談」（北海
タイムス）
5.11.25道会， 建議案「法定地価設定
並びに修正に関する件」可決（11.2
提出のもの）
5.11.3裕仁親王の立太子礼
5.11.30永田丸，英仏海峡で撃沈される
512.17北海道地価衡正期成会，地価
問題に関する政治大演説会を開始
5.12.19乙竹仲太札幌税務監督局長，
丸亀税務監督局長に更迭される
5.12.20米価最安値
5.12末木道連絡地図調製ほぼ完成
5.125独， 祖国防衛奉仕法を可決
5.12.13独の講和提議説により物価大暴
落
｢5=丁而ＦＴ万一棗~55面讓套で7丁耐１扉
画
5.12,31貿易収支５年ぶり，大幅出超と
なる（３億7078万円）
6.15農民側，札[滉区において大演説
会を開く（１月20日前後に上案）
6.1.15空知支庁管内町村長会議及農村
6.1.１アメリカで禁酒法発効
6.1.９ドイツ，無制限潜水艦作戦を決定
6.110連合国，ウィルソン大統領に，講
和条件提示
6.1.14軍艦「筑波」爆沈
7２
年号 年 月 曰 肩 書 行動日程
大正 ６ 事官兼大蔵 (勝田蔵相） 勝田
貴
族
院
議
員
（
昭
ｎ
．
３
ま
で
）
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）７３
北海道関係 付随事項
会議に松實喜代太出席し，地主側の
主張を説明
6116-27田中清輔談「地価衡正運動
の内面」（北海タイムス連載）
6.1.18小島誠札幌税務監督局長とし
て着任
6.Ｌ２２岩見沢町地主会，訴願提起を決
定
6.1.25道庁長官「営農者に対する告
論」
6.1.29憲政会政務調査会大蔵部会，北
海道地価査定問題に関し，地主側を
支持
6.2.1地価衡正期成会，内務大臣，主
計局長に陳`盾
6.2.6空知外３郡連合地主会総会
地価衡正期成会との共動行動につい
て協議
6.2.6北海道協会支部評議員会，北海
道地価設定に関する建議を行うこと
を決定
6.2.8-2.25松實喜代太談「本道地価
問題に就て」（北海タイムス連載）
6.2.22～２３全菅税務署長会議
6.3.3北海道協会，「北海道地価設定に
関する建議」を大蔵大臣に申し入れ
6.120西原借款，第１回締結
61.25内閣不信任案可決，衆院解散
6.1.31総選挙の詔書
6.2.3米国， ドイツと断交
６．２４生糸定期相場暴落
6.2.18独， ロシア戦を再開
6.3.３ロシア，プトログラートの工場ス
卜 ゼネストとなる。
7４
年号 年 月 日 眉 書 行動日程
大正 ６ 事官兼大蔵 (勝田蔵相） 勝田貴族院議員（昭Ⅲ・３まで）
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）７５
北海道関係 付随事項
6.3.31日鋼室蘭工場，職工ストライキ
6.4.7札幌税務監督局長と記者との懇
談を北海タイムスが報道。この中で，
大蔵省から吏員が来道することが明
らかになる。
Ｍ､２８政友会支部臨時総会，調査機関
の設立，特例拡大などを決議
6.5.小豆価格，暴騰，暴落
6.5.22道庁長官，「農産物改良に関す
る告諭」
6.14地価問題に関する有志大会
6.16若鍋炭坑争議
6.23北海道協会よりの「北海道に於る
地価設定に内する件」（請願）提出
6.3.1２ロシア，２月革命
6.3.21米国，ロシア臨時政府承認
6.3.27日本，ロシア臨時政府承認
63.31戦艦「大和」竣工
６．４．６アメリカ , ドイツに宣戦布告
6.4.17レーニン「４月テーゼ」を提唱
6.4.20総選挙（政友会逆転大勝）
6.4.30中国で独立相つぐ
6.5.1英
要請
， 地中海への日本駆逐艦派遣を
3.517東京株式市場，独講和説で一時乱
高下
6.5.25地中海へ４隻増派を回答
6.5.30張作霧，独立宣言
大6.6.1住友銀行，株式公開を始める
6.6臨時外交調査委員会官制
6.11駆逐艦，「榊」地中海で交戦（59人
戦死）
6.18-2８三菱重工長崎造船所，スト
6.19政友会臨時大会，内閣・野党と厳正
中立決議
6.21第39回特別議会（～７月14日）
7６
年号 年 月 日 肩 書 行動日程
大正 ６
７
７
Ｒｕ
（ｘＵ
ｎ
Ｕ
〃
１
１
⑰
△
ＤＪ
川缶
ＥＪ
打
Ⅱ
ノ
１
１
１
１
１
１
１
大蔵省参事官兼
大蔵大臣秘書官
勝
田
貴
族
院
議
員
（
昭
Ⅲ
・
３
ま
で
）
(勝田蔵相）
黒田参事官，谷本大蔵属北海道に向
け出発
函館を通過，札幌に向かう。（高|I監督
官函館まで出迎え）
札幌に至||着。局員・署員の歓迎会，局
員と打合わせ（札幌泊）
局員と打合せ，札幌市内視察(札幌泊）
打合せ，小樽内視察
(札幌泊）
11時50分旭Ill着（局長ら同行）
上lll署で事`情聴取
地主会側から陳'情を受〈（旭111泊）
午前８時より旭111（師団道路以西）
を調査
午後師団道路以東18条までを調査
夜地主会より陳情を受ける（旭１１’
伯）
午前７時鷹栖村の地主より事情聴取
午前８時旭)||近郊視察（旭Ill泊）
地価問題と北海道の税務行政組織（１１）（西野）７７
北海道関係 付随事項
(７月２日・４日にも請願委員会で審
議， ７月11日衆議院可決，７月１２日
参議院可決）
6.30勝田蔵相，「近日黒田参事官渡道」
を明らかにする。
７５道庁長官「移住者の心得べき事項」
を告諭
６２５予算追加案提出
6.30予算案（追加提出）
7.1清朝復辞
7.6予算案衆院予算委通過
地主側上京者も，札幌に||頂次帰着
6.7.14北海道拓殖計画更訂案，貴族院
を通過
7.7衆議院通過予算案
〃 ｢北海道拓殖鉄道建設費利子支払
二関スル法律案」
〃
案」
｢大正５年法律第４号中改正法律
6.7.13軍事救護法可決成立
6.7.14追加予算，貴族院可決成立
7８
年号 年 月 日 肩 書 行動日程
大正 ６
７
７
７
７
７
７
６
７
８
９
０
１
２
１
１
１
１
２
２
２
大蔵省参事官兼
大蔵大臣秘書官
勝
田
貴
族
院
議
員
（
昭
Ⅲ
・
３
ま
で
）
旭ｌｌｌ発７時10分発の列車で岩見沢に
向かい，１０時40分着。
税務署長事情聴取
13時30分より空知外３郡町村地主連合
会臨時総会に出席地主側ときびしいや
りとりを行う。（午後４時30分まで）
午後５時40分発で旭111に向かい，午後
9時18分着。（旭111着）
午前８時より神居村に向かい，事情聴
取及び視察を行う。（旭111泊）
午前９時より上111税務署にて農会から
の陳情を受く。（旭)||着）
午前７時10分発，滝)''９時着。滝)||市
内視察。
午後１時より新十津111村視察
夜有志数十名の陳情を受ける。
(滝ｌ||泊）
午前７時５分発，砂１１１７時20分着，砂
111町視察し，砂111村長らから陳情を受
ける ｡
午前９時砂ｌｌＩ発，１０時17分美唄着。沼
貝村市街地視察，沼貝村村長らより陳
情を受ける。
午後０時半から月形村へ視察して徒歩
で向かう（月形村泊）
月形監獄視察，陳情を受け，月形村視
察｡
午後８時岩見沢着。（岩見沢泊）
午前８時30分より，空知管内視察。
午後５時より深夜まで地主より集団陳
`情を受ける。（岩見沢泊）
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）７９
北海道関係 付随事項
6.7.19～7.26「本道問題會観」（北海タ
イムス連載）
6.7.19～8.3東久邇宮稔彦王来道
6.7.2l北海道拓殖銀行法改正
6.7.22俵長官「戦後準備と共同一致」
講演
6.7.20閣議，
政策を決定
段内閣に財政援助と対中国
6.7.20軍事救護法公布
6.7.21農業倉庫業法公布
8０
年号 年 月 日 眉 書 行動日程
大正 ６ ７
７
７
７
７
７
７
７
７
８
８
３
４
５
６
７
８
９
０
１
１
２
２
２
２
２
２
２
２
３
３
大蔵省参事官兼
大蔵大臣秘書官
勝
田
貴
族
院
議
員
（
昭
ｎ
．
３
ま
で
）
空知税務署視閲。角田村で田畑視察し，
地主と会見。角田村は午後７時発，岩
見沢に渡る（岩見沢泊）
午前８時45分，釧路に向け出発，土地
視察し，夜は地主の陳'情を受ける
(釧路泊）
釧路管内視察（帯広泊）
河西署視察
夜半に網走着（網走泊）
旅館より市街地や港湾等を視察，署長
の説明をきき，－番列車で帯広に向か
つ ｡
下富良野にかけて視察（下富良野泊）
札幌に帰着
局員・上lll署長，空知署長と打合せ
午前７時10分札幌発，７時52分江別町，
江別市街より野幌市街にぬけて視察。
陳情を受けたのち，午後11時41分帰札。
3時まで局と打合せ
午後３時から４時半にわたり，空知地
主連合会より陳｣清書を受けとる。
午前11時，余市町に向けて出発。余市
大江村視察。（札幌泊）
午前７時10分，見送りを受けて札幌発，
午後１時室蘭着。
石油発動汽船で伊達村着，伊達村視察。
(伊達村泊）
午前６時半発で室蘭にひきかえし，室
蘭製鋼所視察
12時より税務署にて，陳,情をきき，町
内視察
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）８１
北海道関係 付随事項
札幌税務監督局長らは網走から先に札幌
に帰着。
8２
年号 年 月 曰 眉 書 行動日程
大正 ６
８
９
９
大蔵省参事官兼
大蔵大臣秘書官
勝田貴族院議員（昭ｎ．３まで）
午後４時半発，京城丸にて青森に向け
て出道
(勝田蔵相）
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）８３
北海道関係 付随事項
6.10.20憲政会北海道支部総会
｢本道地価設定の均衡を得せしめる
ため 査定機関の設置を期するこ
と」を宣言
6.10.22～11.20通常道会
長官は，質問にこたえ，地方問題に
つき見解を示す
6.12.17地価衡正会有志は，従来の立
場を再確認
6.8.211月からのスト ， 約180件，参加
者約３万人と報道される
6.8.3O東京大阪の生糸・株式暴落
6.9.1暴利取締令公布
6.9.3東京府税制委員会，新税賦課を決
議
6.9.12金貨幣・金地金輸出取締令公布
(事実上の金本位制）
6.9.29戦時の強制輸送運賃制限の船舶管
理令公布
６．１０．６アメリカ ， 対交戦国通商法制定
6.10.12株価大暴落（10.15,10.24も）
6.112石井・ランシング協定（アメリカ
日本の権益を認める）
6.ｌＬ２パルフオア宣言
6.1Ｌ７ソビエト政権樹立（10月革命）
６１１２０政府，２５師団88艦隊の新国防方
針を発表
6.11.21露
6.12.2仏，
， 連合国に対独講和提案
パリ連合国会議で，日米連合
国によるシベリア鉄道占領を提案
6.12.17外国
会で主張
, シベリア出兵を外交調査
6.12.23開戦時に比し物価７害１１高騰と報
道
，
8４
年号 年 月 日 肩 書 行動日程
大正
大正
７
７
[奎麓襄二薑］ (勝田蔵相） 勝田貴族院議員（昭Ⅲ・３まで）
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）８５
ｉ:ｲＴＨＨ
母lＥＨｈｎＥ
二１２５日色
彗族院;多湘納椋老
疽汗五二己
)曰撰
北海道関係 付随事項
71.21大蔵省令第２号「北海道土地調
査に関する件」
7.2乙竹元札幌税務監督局長，北海道
拓殖銀行取締役となる（～13.9）
7.3.14「北海道拓殖完成に関する建議
案」提出（３月25日否決）
7.3.23区画測設心得・土地分割調査心
得制定（道庁）
7.3.25北海道からも貴族院 額 税者
議員を選出できることが決定（６月
10日選出）
7.6.11俵長官，時局にたいする緊張．
6.1225戦艦「伊勢」竣工
7.Ｌ４政府， 居留民保護を理由に，軍艦
2隻のウラジオストック派遣を決定
7.1.8ウイルソン米大統領「平和のため
の14か条」を発表
7.114皇太子妃内定
7.2.９八幡製鉄所汚職事件発生
7.3.3露独単独講和
73.23戦時利得税法・酒税法改正・酒造
税法改正公布
7.3.27市町村義務教育費国庫負担法公布
7.4.5日英両国の陸戦隊，ウ
ツクに上陸
フ
7.4.22第１次日米船鉄交渉再開
7.4.25外国米管理令公布
7.5.20蔵相
針訓示
，
ジオスト
地方長官会議で銀行強化方
7.5.25「地種変更免租年期に関する法律」
ﾉﾉ
公布（法律43号）
大蔵省令第23号
7.6.7スペインかぜ大流行
6.12.25～7.3.27第40回議会
8６
(参考)黒田英雄
大９．８～10.12
昭２．４～４．７
昭6.12～９．５
昭７．１２～２２．５
昭２２．４～2８．５
兼大蔵大臣秘書官事務取扱
大蔵次官
大蔵次官
貴族院議員
参議院議員
年号 年 月 日 屑 書 行動日程
大正 ７ iiiiiwWil 勝田貴族院議員
《
昭
Ⅲ
鬮
薑
で
１
(勝田蔵相辞職）
１ P
地価問題と北海道の税務行政組織（11）（西野）８７
(参考)勝田主計
大１１２～３．４大蔵次官
大5.10～５．１２大蔵次官
大5.12～７．９大蔵大臣
大'３．１～１３．６大蔵大臣
大３．３～昭２１．３貴族院議員
昭３．５～４．７文部大臣
北海道関係 付随事項
思想善導を説く
7.7御料地調査委員会，御料農地整理
方針を宮内大臣に見申
7.8.1北海道博覧会（～9.19）
7.815開道50年記念式典
7.9.6沼貝炭鉱暴動
7.7.6大阪期米相場暴落（7.18及7.31も）
7.7.8戦艦「河内」沈没
7.7.23魚津から米騒動はじまる
7.7.31米価暴騰，各地米穀取引所は全面
取引防止
7.8.2日本「シベリア出兵」を宣言
7.8.13～１４米騒動がピークになる。
7.8.16穀類収用令公布（騒動）
78.25大阪朝日新聞筆禍事件
7.11.11～12.10通常道会
7.11建議案「北海道制施行に関する
件」（可決）
7.12不要存御料地処分令（皇室令）
'7.9.29原敬内閣’
7.1１９ドイツ革命。ウィルヘルム２世退
位
7.11.11ハプスブルグ王朝滅亡
7.12.24政府
決定
， シベリアから大規模撤兵
7.1225～8.3.26第４１回議会
8.7臨時財政経済調査会設置
11.6.15〃税制整理案
